
第４７回原子力委員会臨時会議議事録（案） 
  
１．日 時   １９９９年８月６日（金）１０：３０～１１：３５ 
 
２．場 所   委員会会議室 
 
３．出席者   藤家委員長代理、依田委員、遠藤委員、木元委員 
  （事務局等）科学技術庁 
         原子力局 
         興局長 
         政策課 田口、大島、北郷 
         原子力調査室 森本室長、板倉、池亀、鯉渕 
         立地地域対策室 星野 
         核融合開発室 中村室長 
         国際協力・保障措置課 中野課長 
        吉舗専門委員 
 
４．議 題 
（１） 平成１２年度原子力関係予算ヒアリングについて（科学技術庁及びその他の省庁（外

務省、通商産業省を除く）） 
（２） ＩＴＥＲに関する国際会議の結果報告について 
（３） 遠藤委員の海外出張について 
（４） その他 
 
５．配布資料 

資料１－１  平成１２年度科学技術庁原子力関係予算概算要求の調整状況 
資料１－２  平成１２年度科学技術庁原子力関係予算概算要求の概要（電源開発促進

対策特別会計） 
資料１－３  平成１２年度各省庁一般会計原子力関係予算概算要求総表（科学技術

庁、通商産業省、外務省を除く） 
資料２－１  第２回ＩＴＥＲ特別作業部会の結果について 
資料２－２  ＩＴＥＲに関するプログラム・ディレクター会合の結果について 
資料３    遠藤原子力委員の海外出張について 
資料４    第４６回原子力委員会定例会議議事録（案） 

 



６．審議事項 
（１） 平成１２年度原子力関係予算ヒアリングについて（科学技術庁及びその他の省庁（外

務省、通商産業省を除く）） 
 標記の件について、政策課及び立地地域対策室より資料１－１、１－２及び１－３に基づ
き説明があった。これに対し、 

原子力政策円卓会議や原子力委員会専門部会の経費は、どこで賄うのか。 
（政策課）内閣府移行に伴い、原子力委員会に必要な経費を増額し、調査や公聴機能を
強化できるよう調整を図っていきたい。 
スクラップ・アンド・ビルドを含めて、政策的経費の計上は積極的に考えているか。 
（政策課）情報通信・科学技術・環境に関する特別枠の活用等について、関係省庁を含
めて検討中である。 
電源特会における剰余金についてはどうなっているか。 
（立地地域対策室）電源立地勘定では、平成１０年度までは、原子力発電所の立地の進
捗に応じて剰余金の額が大きくなっているが、本年度以降、新規立地や増設が見込まれ
るため、剰余金は減少すると予想している。電源多様化勘定の科学技術庁分については、
予算の執行率が高く、剰余金は非常に小さい。 
電源立地勘定のうち核燃料サイクル関係推進調整等委託費について、前年度における理
解増進事業の実施結果を評価した上で予算を立てているのか。 
（政策課）事業の成果を評価した上で、予算の積み上げを行っている。また、原子力委
員会からの原子力広報の在り方に関する指摘を踏まえて、平成１２年度の概算要求額を
詰めていきたい。 

等の質疑応答があった。 
（２） ＩＴＥＲに関する国際会議の結果報告について 
 標記の件について、核融合開発室より資料２－１及び２－２に基づき説明があった。これ
に対し、 

実施主体として、日本、ＥＵ、ロシアの３極による国際共同事業体を作るべきではない
か。実施主体の職員を各国からの派遣とする現在の形態は、相応しくないのではないか。
また、実施主体における指揮命令関係について検討する必要があるのではないか。 
（核融合室）今後の設計・サイト要件の報告等も踏まえて、１月のＩＴＥＲ理事会後国
内での議論を行い、非公式な政府間協議を始めることになると思う。 
（原子力局長）実施主体の在り方等については、ＩＴＥＲが数十年に及ぶ計画であるこ
とを踏まえて対応すべきと考えている。 
ＩＴＥＲについて、「計画」と「装置」の名称を分けることについては、装置が完成して
いない現段階においては必然性がないのではないか。 
（核融合室）工学設計活動を経て設計が一つにまとまってきたので、今までの設計とコ
スト削減を行ったものとを区別するという趣旨で、ＥＵから提案があった。 



（原子力局長）米国がＩＴＥＲについてきつい状況になった中で、ＥＵもＩＴＥＲを見
直し、再スタートを新たにきりたいという気持ちがある。ＥＵにとって２０００年はＩ
ＴＥＲを今後のＥＵの核融合計画に含めるかどうかを考える重要な時期であり、そのた
めに今回の会合、続く来春の非公式協議開催において、各極の理解を一つに向けたいと
の思いがあると聞いている。 
以前の欧州調査団の報告と今回の報告との間には、変化があるのではないか。 
（原子力局長）ＩＴＥＲ計画懇談会の宿題に加えて、ＥＵ及び米国の考え方についても
整理したい。 
日本として、現実的な範囲で実施主体をどうするのがいいのか、考えなければならない。 
ホスト国を決める上で必要不可欠な条件を明確にすべきである。ホスト国が決まれば、
そのやり方がかなり尊重される。今の段階で色々な事を全部決めて、後で身動きできな
くなることが心配である。 

等の委員の意見及び質疑応答があった。 
（３） 遠藤委員の海外出張について 
 標記の件について、国際協力・保障措置課より資料３に基づき、平成１１年８月１６日か
ら２２日までの間、ベトナム及びタイにおける原子力関係の要人との意見交換等のため、海
外出張する旨、説明があった。 
（４） 議事録の確認 
 事務局作成の資料４第４６回原子力委員会定例会議議事録（案）については、委員よりコ
メントがあれば事務局まで寄せることとなった。 
 なお事務局より、次回は平成１１年８月１７日（火）に定例会議を１０：３０より開催し
たい旨発言があった。 
 


